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新潟県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業実施要領 

  

第１ 趣旨 

この要領は、訪問介護等サービス提供体制確保支援事業を実施するにあたり、令和

７年度訪問介護等サービス提供体制確保支援事業実施要綱（令和７年 12 月 25 日付け

老発 1225 第５号）及び介護人材確保推進事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」と

いう。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

知事は、人材不足が喫緊の課題である訪問介護等（訪問介護、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護及びや夜間対応型訪問介護をいう。以下同じ。）サービスについて、

サービス提供体制の確保に向けた総合的な対策を行うため、介護人材確保や事業所の

経営改善に向けた取組のほか、地域の実情に応じた訪問介護等サービスの提供体制の

確保・強化のための取組などに対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、事

業所の規模・形態や地域の実情に応じた最適な支援策を柔軟に実施することで、在宅

介護サービスの持続的・安定的な提供体制の確保を図るものとする。 

 

第２ 補助対象者 

この補助金の補助対象者は、別表１に掲げる事業の区分ごとに次に掲げる事業所を運

営する者（以下「補助事業者」という。）とする。 

 （１）人材確保体制構築及び経営改善支援事業 

    新潟県内に所在する訪問介護事業所（基準該当サービス及び離島等相当サービス

を含む。）、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所および夜間対応型訪問介護

事業所（以下「訪問介護事業所等」という。） 

 （２）地域の体制づくり支援事業（通所介護事業所等の多機能化（訪問機能の追加）の

支援） 

新潟県内に所在する介護保険法に基づく指定又は許可を受けた通所介護事業所 

及び地域密着型通所介護事業所（以下「通所介護事業所等」という。） 

 （３）地域の体制づくり支援事業（人口減少地域等への訪問介護事業所のサテライト  

（出張所）設置の支援） 

    新潟県内に所在する介護保険法に基づく指定又は許可を受けた訪問介護事業所 

 

第３ 補助事業の区分等 

補助金の交付対象となる事業の区分、対象経費、補助率、基準額及び上限額は、別表

１及び別表２のとおりとする。 

 

第４ 交付条件 

  交付要綱第４条に定めるもののほか、次に掲げる条件を全て満たすこと。 

（１）実施する事業について、他の補助金等の交付を受けていないこと。 

（２）実施する事業について、申請年度の４月１日以降に開始し、かつ、１月31日まで

に完了するものであること。 
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第５ 交付申請 

  この補助金の交付を受けようとする者は、交付要綱第５条に定める交付申請書（要綱

第１号様式）に次に掲げる関係書類を添えて、別に知事が定める期日までに提出するも

のとする。 

（１）事業計画書（様式第１号） 

（２）所要額調書（様式第２号） 

（３）見積書、積算書及び給与規定等の支払い予定額が分かる書類の写し 

（４）補助事業に係る収支予算書（見込書）の抄本（様式第３号） 

（５）暴力団排除に関する誓約書（様式第４号） 

（６）補助金振込口座登録記入票（様式第５号） 

（７）その他知事が必要と認める書類 

 

第６ 交付決定  

知事は、要領第５の規定に基づく補助金の交付申請があった場合は、補助事業の目的

や実現性、事業効果等を審査のうえ、予算の範囲内で交付決定をするものとする。 

なお、審査の結果、事業所数や事業内容等を調整することがある。 

 

第７ 変更交付申請 

補助事業者は、交付要綱第５条で定める変更交付申請を行うときは、変更交付申請書

（要綱第２号様式）に、要領第５に規定する関係書類及び変更内容が確認できる書類を

添えて、提出するものとする。 

 

第８ 変更承認申請 

補助事業者は、交付要綱第７条で定める変更承認申請を行うときは、変更承認申請書

（要綱第３号様式）に、要領第５に規定する関係書類及び変更内容が確認できる書類を

添えて、提出するものとする。 

 

第９ 交付決定後の報告等 

 知事は、要領第６に規定する交付の決定を受けた補助事業者に対して、必要に応じて

事業実施状況の報告等を求めることができる。 

 

第10 実績報告 

要領第６の規定より交付決定を受けた補助事業者は、交付要綱第 12条に定める実績報

告書（要綱第５号様式）に次に掲げる関係書類を添えて、事業完了の日から起算して 30

日を経過した日又は当該年度の２月末日のいずれか早い日までに提出するものとする。 

ただし、交付決定の日以前に完了した事業については、交付決定の日から起算して 30

日を経過した日までに提出するものとする。 

（１）実施内容報告書（様式第６号） 

（２）精算額調書（様式第７号） 

（３）領収書及び給与明細等の支払額・支払日が確認できる書類の写し 

（４）仕様書、契約書、勤務状況等の実施内容が分かる書類の写し 

（５）補助事業に係る収支決算書（見込書）の抄本（様式第８号） 
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（６）その他知事が必要と認める書類 

 

第11 補助金の返還 

１ 知事は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係

る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるも

のとする。 

２ 知事は、補助対象者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 

第12 消費税等仕入控除額の確定に伴う報告 

  補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（次の(1)又は(2)に掲げる場合を除き、仕入

控除税額が0円の場合を含む。）は、様式第７号の報告書及び知事が必要と認める添付書

類を別に定める期日までに知事に提出すること。また、補助金に係る仕入控除税額があ

ることが確定した場合には、当該仕入控除税額を県に返還しなければならないこと。 

(1) この補助金の交付の申請に当たり、この補助金に係る仕入れに係る消費税等相当

額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭

和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額

と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た

金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その

金額が明らかである場合であって、当該額を減額して申請している場合 

(2) 事業の実績報告等の際に、この補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明ら

かであり、かつ、当該額を補助金の額から減額して報告した場合 

 

第13 その他 

  この要領に定めるもののほか、事業の実施に関して必要な事項は別に定める。 

 

 

附 則 

この要領は、令和７年６月 19 日から施行し、令和７年４月１日以降に実施した補助事業

について適用する。 

附 則 

この要領は、令和８年７月１日から施行し、令和８年４月１日以降に実施した補助事業

について適用する。 
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別表１

対象経費 補助率 基準額 上限額

ア 研修体制の構築の支援
訪問介護事業所等が行う訪問介護員等や介護職員
等の資質向上・定着促進に資する研修計画の作成
など研修体制の構築のための取組に要する経費

１事業所当たり　10万円

イ
中山間地域等・離島等地域
における採用活動の支援

中山間地域等（※１）及び離島等地域（※２）に
所在する訪問介護事業所等が、当該地域外の求職
者に対して採用活動を実施する場合に、地理的条
件等により発生するかかり増し経費

１事業所当たり　30万円

ウ

経験年数が短い訪問介護員
等への同行支援
（中山間地域等・離島等地
域に事業所が所在する場
合）

１事業所当たり、次の（１）及び
（２）により算出された額の合計額と
する。
（１）30分未満の同行支援１回につき
3,500 円
（２）30分以上の同行支援１回につき
5,000 円
（経験年数の短いヘルパー１人につき
30回まで）

エ

経験年数が短い訪問介護員
等への同行支援
（中山間地域等・離島等地
域以外に事業所が所在する
場合）

１事業所当たり、次の（１）及び
（２）により算出された額の合計額と
する。
（１）30分未満の同行支援１回につき
2,500 円
（２）30分以上の同行支援１回につき
4,000 円
（経験年数の短いヘルパー１人につき
30回まで）

オ
周辺事業所の休廃止等に伴
うかかり増し経費への支援
（人材確保に関する経費）

訪問介護事業所等の周辺の事業所の休止・廃止
や、新規利用者の受け入れ停止等により、当該事
業所の利用者を受け入れる場合等に生じる人件費
など一時的なかかり増し経費

別表２のとおり

ア 経営改善の支援

訪問介護事業所等が、経営基盤の強化及び経営状
況の改善、若しくは、各種加算の新規取得支援等
を目的として専門家（コンサルタント事業者や社
会保険労務士等）と契約し、指導等を受けるため
に要する経費及びコンサルタント事業者等への委
託や事務作業を行う臨時職員を雇用するために要
する経費

１事業所当たり　40万円

イ
登録ヘルパー等の常勤化の
促進の支援

登録ヘルパー等（勤務日及び勤務時間が不定期な
登録ヘルパーや非常勤の訪問介護員等をいう。）
の常勤化を促進するために要する経費

常勤化する登録ヘルパー等１人につき
１月当たり　10万円
（３か月まで）

ウ
介護人材・利用者確保のた
めの広報活動に関する支援

訪問介護事業所等が介護人材や利用者の確保のた
めに行うホームページの開設・改修に係る経費や
広報宣材（リーフレット、チラシ等）の作成・印
刷等の広報に要する経費

１事業所当たり　30万円

エ

周辺事業所の休廃止等に伴
うかかり増し経費への支援
（利用者の引継等に関する
経費）

訪問介護事業所等の周辺の事業所の休止・廃止
や、新規利用者の受け入れ停止等により、当該事
業所の利用者を新たに受け入れる場合等に生じる
利用者情報の引継や契約に関する事務費用など一
時的なかかり増し経費

別表２のとおり

ア
通所介護事業所等の多機能
化（訪問機能の追加）の支
援

通所介護事業所等が訪問機能を導入するにあたっ
て必要となる備品の購入経費等の初期費用及び一
定期間の経営安定化の支援に必要な経費

（１）訪問機能の導入に係る経費
１事業所当たり 150万円
（２）訪問機能導入後の一定期間の経
営の安定化の支援に係る経費
１事業所当たり訪問１回につき 1,000
円
（導入後６か月間を上限に訪問回数が
300回/月に達するまで）

１事業所当たり　329万4千円

イ
人口減少地域等への訪問介
護事業所のサテライト（出
張所）設置の支援

訪問介護事業所等がサテライト（出張所）を設置
するにあたって必要となる備品の購入経費等の初
期費用及び一定期間の経営の安定化の支援に必要
な経費

（１）訪問介護事業所のサテライトの
設置に係る経費
サテライト１箇所あたり 150万円
（２）サテライト設置後、一定期間の
経営安定化の支援に係る経費
サテライト１箇所あたり 100万円
（設置後６か月間を上限とする）

１事業所当たり　250万円

※１　「厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域（平成二十一年厚生労働省告示第八十三号）」の第一号に定める地域をいう。

※２　「厚生労働大臣が定める地域(平成二十四年厚生労働省告示第百二十号)」に掲げる地域をいう。

区分

経験年数の長い訪問介護員等が、一定期間、経験
年数の短い訪問介護員等や訪問業務に従事した経
験のない介護職員等に同行し、訪問介護等サービ
スの質の確保を図るための技能・技術の向上に向
けた指導を行う取組に要する経費

１事業所当たり　50万円

各対象経費
の10/10

(ただし、
右記基準額

まで)
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 別表２

基準額
（※１）

新規職員の採用等に係る費用（※３）
(採用関連)
・　求人広告掲載費
・　採用担当職員の交通費
・　採用面接の会場費
・　選考に係る事務費用
・　ユニフォームやタブレットの購入費用等
　（研修関連）
・　新規採用職員の研修・教育費（研修講師への謝金や外部研修の参加費）

30万円

休廃止事業所の利用者受入に伴う一時的なかかり増し経費
・　利用者受入れに伴う職員の時間外労働に要する費用（※４）

20万円

同一法人内の応援・派遣に係る経費
・　応援職員の旅費・宿泊費（遠方からの応援の場合）
・　応援元事業所への手当

10万円

休廃止事業所の利用者情報の引継・契約関連事務費
・　契約書作成に係る事務経費、休廃止事業所の記録等の引継やケアマネ
ジャー等多職種連携の引継に要する費用（会議費用等）
・　利用者宅への事前訪問やサービス担当者会議への参加にかかる移動コス
ト（ガソリン代・公共交通機関の運賃）等

10万円
（※５）

対象経費

（※１）１事業所当たりの金額。ただし、集合住宅等（サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホーム
    等）の併設事業所は補助対象から除くものとする。
（※２）「周辺事業所の休廃止等」には、周辺事業所の休止又は廃止のほか、周辺事業所が新規利用者
    の受入れを停止している場合等が含まれる。なお、「休廃止事業所の利用者受入れに伴う一時的な
　　かかり増し経費」を除き、サービス提供を継続する事業所における訪問介護員等の急な退職に伴う
　　かかり増し経費も補助対象とする。
（※３）本事業における「経験年数が短い訪問介護員等への同行支援」との併用も可能とする。
（※４）休廃止事業所の利用者受入に伴い増加した時間外労働に要する費用そのものが対象ではないこ
　　とに留意すること。（休廃止事業所の利用者受入れ前後の支出増加額が介護保険収入の増加額より
　　大きい場合に、支出増加額のうち時間外労働に係る費用が補助対象となる。）
（※５）周辺事業所が新規利用者の受入れを停止している場合等、周辺事業所の休廃止以外の事由に伴
　　う受入れの場合は、３万円とする。

　周辺事業所の休廃止等に伴うかかり増し経費（利用者の引継等に関する経費）

　周辺事業所の休廃止等（※２）に伴うかかり増し経費（人材確保に関する経費）


